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（
財
政
金
融
委
員
会
）

所
得
税
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
（
閣
法
第
五
号

（
衆
議
院
送
付
）
要
旨

）

本
法
律
案
は
、
最
近
の
社
会
経
済
情
勢
及
び
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
持
続
的
な
経
済
社
会
の
活
性
化
を
実
現
す
る
た
め
の
あ

る
べ
き
税
制
の
構
築
に
向
け
、
住
宅
・
土
地
税
制
、
中
小
企
業
関
連
税
制
、
金
融
・
証
券
税
制
、
年
金
税
制
、
法
人
税
制
、
国

際
課
税
等
に
つ
き
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

一
、
住
宅
・
土
地
税
制

１

住
宅
借
入
金
等
に
係
る
所
得
税
額
控
除
制
度
（
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
）
に
つ
い
て
、
平
成
十
六
年
居
住
分
を
平
成
十
五
年

分
と
同
じ
制
度
（
住
宅
ロ
ー
ン
の
残
高
五
千
万
円
以
下
の
部
分
に
つ
き
、
十
年
間
、
最
高
控
除
額
五
百
万
円
）
と
し
、
平

成
十
七
年
分
以
降
に
つ
い
て
は
、
税
額
控
除
期
間
十
年
間
は
維
持
し
つ
つ
、
減
税
措
置
を
重
点
化
し
な
が
ら
平
成
二
十
年

分
（
住
宅
ロ
ー
ン
の
残
高
二
千
万
円
以
下
の
部
分
に
つ
き
、
最
高
控
除
額
百
六
十
万
円
）
ま
で
延
長
す
る
。

２

居
住
用
財
産
の
買
換
え
等
の
場
合
の
譲
渡
損
失
の
繰
越
控
除
制
度
に
つ
い
て
、
譲
渡
資
産
に
係
る
住
宅
ロ
ー
ン
の
残
高

、

。

、

、

が
な
い
場
合
を
適
用
対
象
に
追
加
し
た
上
で

適
用
期
限
を
三
年
延
長
す
る

ま
た

居
住
用
財
産
の
譲
渡
損
失
の
う
ち

譲
渡
資
産
に
係
る
住
宅
ロ
ー
ン
の
残
高
が
譲
渡
価
額
を
超
え
る
場
合
の
そ
の
差
額
を
限
度
と
し
て
、
譲
渡
損
失
の
繰
越
控
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除
を
認
め
る
制
度
を
創
設
す
る
。

３

平
成
十
六
年
一
月
一
日
か
ら
、
土
地
、
建
物
等
の
長
期
譲
渡
所
得
の
税
率
を
十
五
％
（
現
行
二
十
％

、
短
期
譲
渡
所

）

（

）

、

、

、

得
の
税
率
を
一
律
三
十
％

現
行
四
十
％
等

に

そ
れ
ぞ
れ
引
き
下
げ
る
と
と
も
に

平
成
十
六
年
分
の
所
得
税
か
ら

土
地
、
建
物
等
の
譲
渡
所
得
と
他
の
所
得
と
の
損
益
通
算
及
び
長
期
譲
渡
所
得
の
百
万
円
特
別
控
除
を
廃
止
す
る
。

二
、
中
小
企
業
関
連
税
制

１

非
上
場
株
式
の
譲
渡
益
に
対
す
る
税
率
を
十
五
％
（
現
行
二
十
％
）
に
引
き
下
げ
る
。

２

エ
ン
ジ
ェ
ル
税
制
に
つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な
る
特
定
中
小
会
社
の
範
囲
に
一
定
の
グ
リ
ー
ン
シ
ー
ト
銘
柄
会
社
及
び

一
定
の
ベ
ン
チ
ャ
ー
フ
ァ
ン
ド
を
通
じ
て
投
資
さ
れ
る
会
社
を
追
加
す
る
等
制
度
を
拡
充
す
る
。

３

取
引
相
場
の
な
い
株
式
等
に
係
る
相
続
税
の
課
税
価
格
の
計
算
の
特
例
に
つ
い
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
中
小
同
族
株
式

等
の
価
額
の
上
限
を
十
億
円
（
現
行
三
億
円
）
に
引
き
上
げ
る
。

三
、
金
融
・
証
券
税
制

公
募
株
式
投
資
信
託
に
つ
い
て
、
譲
渡
益
に
対
す
る
税
率
を
上
場
株
式
並
み
の
七
％
に
引
き
下
げ
た
上
で
、
譲
渡
損
失
の

繰
越
控
除
制
度
の
対
象
に
追
加
す
る
。
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四
、
年
金
税
制

平
成
十
七
年
分
の
所
得
税
か
ら
、
老
年
者
控
除
（
現
行
五
十
万
円
）
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
六
十
五
歳
以
上
の
者
に
係

る
公
的
年
金
等
控
除
に
つ
い
て
、
現
行
の
所
得
に
応
じ
て
上
乗
せ
す
る
措
置
を
廃
止
し
た
上
で
、
公
的
年
金
等
控
除
の
最

低
保
障
額
に
五
十
万
円
加
算
し
て
百
二
十
万
円
（
現
行
百
四
十
万
円
）
と
す
る
特
例
措
置
を
講
ず
る
。

五
、
法
人
税
制

１

平
成
十
三
年
四
月
一
日
以
降
開
始
さ
れ
る
事
業
年
度
に
お
い
て
生
じ
た
欠
損
金
の
繰
越
期
間
を
五
年
か
ら
七
年
に
延
長

し
、
こ
れ
に
併
せ
、
法
人
税
に
係
る
除
斥
期
間
を
延
長
す
る
。

２

連
結
法
人
の
法
人
税
率
の
特
例
措
置
（
連
結
付
加
税
）
を
廃
止
す
る
。

六
、
国
際
課
税

租
税
条
約
の
相
手
国
と
の
間
で
課
税
の
取
扱
い
が
異
な
る
事
業
体
に
係
る
課
税
の
特
例
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、
条
約
の

特
典
が
付
与
さ
れ
る
適
格
な
条
約
相
手
国
の
居
住
者
に
関
す
る
手
続
を
整
備
す
る
。

七
、
そ
の
他

特
定
余
暇
利
用
施
設
の
特
別
償
却
制
度
の
廃
止
等
既
存
の
特
別
措
置
の
整
理
合
理
化
を
行
う
と
と
も
に
、
特
別
国
際
金
融
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取
引
勘
定
に
係
る
利
子
の
非
課
税
制
度
等
期
限
の
到
来
す
る
特
別
措
置
に
つ
い
て
、
実
情
に
応
じ
適
用
期
限
を
延
長
す
る

な
ど
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
。

八
、
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
別
段
の
定
め
の
あ
る
も
の
を
除
き
、
平
成
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

な
お
、
本
法
律
施
行
に
伴
う
平
成
十
六
年
度
の
租
税
減
収
見
込
額
は
、
約
百
八
十
億
円
で
あ
る
。


